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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第１四半期連結
累計期間

第47期
第１四半期連結
累計期間

第46期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（千円） 1,983,9072,359,5138,400,341

経常利益（千円） 100,463 277,592 568,575

四半期（当期）純利益（千円） 63,179 173,415 248,637

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
64,943 171,250 249,053

純資産額（千円） 3,375,9723,703,6723,560,077

総資産額（千円） 6,561,7177,031,0546,789,950

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11.42 31.35 44.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
11.06 29.57 42.91

自己資本比率（％） 51.4 52.7 52.4

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．第46期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

（1）業績の状況　

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災による甚大

な被害や、原子力発電所の事故による電力供給懸念が、企業の生産活動に著しい影響を与えて推移いたしました。ま

た、雇用情勢も厳しく、個人消費も弱い動きが続いております。さらに、地方経済は、これまでも疲弊していたところ、

特に被災した東北の太平洋側、北関東を中心に、景況感は急速に悪化しております。

このような経営環境において当社グループは、新しい公共を担う「社会貢献型企業」を目指して、地域行政情報誌

『わが街事典』の発行により、官民協働で地域再生の支援をおこないました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高が対前年同期比18.9％増の23億59百万円、営業利益が対前年

同期比212.5％増の２億72百万円、経常利益が対前年同期比176.3％増の２億77百万円、四半期純利益が対前年同期比

174.5％増の１億73百万円となりました。

セグメント別の状況は次のとおりであります。　

①メディア事業

当社および連結子会社株式会社サイネックス・ネットワークにおけるメディア事業の売上高は、対前年同期比

18.8％増の23億19百万円となりました。メディア事業を構成するプリントメディア事業とＩＴメディア事業の状況は

次のとおりであります。　

イ．プリントメディア事業

プリントメディア事業におきましては、当第１四半期連結累計期間において、地域行政情報誌『わが街事典』を、千

葉県千葉市や和歌山県和歌山市と新たに発行するとともに、茨城県水戸市と第４版目を、岩手県盛岡市、岡山県津山市

と２版目を発行するなど、37の市や町と共同発行いたしました。50音別電話帳『テレパル５０』につきましては、引き

続き行政情報を付加した電話帳の発行を進めました。これらの結果、売上高は、対前年同期比16.9％増の18億19百万円

となりました。

ロ．ＩＴメディア事業

ＩＴメディア事業におきましては、ヤフー株式会社との販売提携による『スポンサードサーチ®』を積極的に販売

するとともに、『Yahoo!ヘルスケア』や『Yahoo!ロコ』などのプロパティ系広告にも積極的に取り組みました。また

連結子会社である株式会社サイネックス・ネットワークの『トラベルサーチ』や『楽たび』等旅行業サイトにおけ

る旅行商品の販売も順調に推移いたしました。これらの結果、売上高は、対前年同期比26.5％増の５億円となりまし

た。なお、平成23年７月より『わが街事典』電子書籍版のサービスを開始いたしました。　

②その他の事業

その他の事業におきましては、連結子会社株式会社サイネックス・ファイナンシャル・プラニングおよび株式会社

ＦＰエージェントにおける保険販売による手数料収入は、積極的な販売に努めた結果、対前年同期比25.6％増の39百

万円となりました。　

（2）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

　該当事項はありません。 
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（4）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、創業以来、電話帳をはじめとする各種広告媒体の発行を通じて、中小事業者のプロモーション支援

をおこない、地域社会の活性化に貢献すべく努めてまいりました。　

　昨今、行政の財政悪化や少子高齢化など国内の先行きに不透明感が漂うなか、地方の再生が不可欠と考えられます。

そのためには、地域活性化によって内需が拡大する経済構造の構築が必要ですが、地方経済は、想像以上に疲弊してい

るのが現状です。そのためには新しい公共のあり方が必要であり、そこでキーワードとなるのが「官民協働」ではな

いかと考えます。すなわち、地方の公共サービスを官民協働でおこなっていくということがその解決の糸口になるの

ではないかと考えます。

現在、地方自治体は財政が逼迫し、行政だけでは求められる公共サービスを賄いきれない状況です。民間が行政の公

共サービスの一部を担い、官民協働で公共サービスを促進していく、それが地方活性化に繋がり、新しいビジネスマー

ケットが生まれてくるのではないかと考えます。そのような考え方に則り、地域行政情報誌『わが街事典』の発行を

開始いたしました。『わが街事典』は、地方自治体と住民、地域の事業者を結ぶ地域一体型のコミュニティメディアと

して発行し、行政手続き、防災情報や施設マップなどの行政情報、歴史・文化、特産品などの地域情報、ならびに地域の

商工事業者の広告を掲載し、住民の利便性向上に貢献しようという主旨で発行するものであります。

地域社会の活性化に貢献すべく販売戦略として「新ＡＤ戦略」を策定しております。これまでも、紙媒体とウェブ

媒体のメディアミックスの観点から、事業ポートフォリオの枠組みとして「ＡＤ戦略」を掲げておりますが、「新Ａ

Ｄ戦略」とは、Ａ＝アナログ、すなわちプリントメディアの強化・再構築により磐石な成長基盤を確立し、Ｄ＝デジタ

ル、すなわち電子書籍化などウェブ連動の推進により高度化を進めようという戦略です。

「新ＡＤ戦略」の推進により、官民協働事業を当社グループの中核事業として、確かなものにし、地域社会の活性

化に寄与する「社会貢献型企業」を目指してまいります。　

（5）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、運転資金、設備投資資金、戦略投資資金等の必要資金を主に事業利益から得られる内部

留保資金または借入金により調達することとしております。このうち、借入金による資金調達については、短期借入金

であり、未行使の借入枠利用により調達することが一般的であります。平成23年６月30日現在、短期借入金の残高は、

３億50百万円であります。

　平成23年６月30日現在、長期借入金の残高はありません。将来大規模な設備投資資金および戦略投資資金などの長期

資金需要が発生した場合には、手許資金の流動性と安全性を確保するため、長期借入金による資金調達についても検

討する方針であります。

　当社グループは、その健全な財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力および未行使の借入枠に

より、当社グループの成長を維持するため将来必要な運転資金、設備投資資金、戦略投資資金を調達することが可能と

考えております。

 

（6）経営者の問題意識と今後の方針について

次期の見通しにつきましては、このたび発生いたしました東日本大震災および原子力発電所の事故の国内経済に及

ぼす影響は計り知れず、電力不足による経済の混乱、生産、消費の停滞が見込まれ、不透明な状況が続くものと予想さ

れます。加えて長引くデフレの影響や、低調に推移する雇用情勢等により、所得の減少や個人消費の低迷など、先行き

の見えない状況が続くものと予想されます。

広告業界におきましても、東日本の太平洋側や関東圏の一部においては、もともと地域経済の厳しいところ、大震災

の影響により、広告媒体の活用や発行自体が見直されざる得ないなど、厳しい状況で推移するものと思われます。

このような経営環境において、当社グループは、新しい公共を担う「社会貢献型企業」を目指して、行政と民間企業

による提携、すなわち、パブリック・プライベート・パートナーシップの理念に則り、民間活力を導入した公共サービ

スの充実をはかり、官民協働で地域再生に取り組んでまいります。

さらに、当社が発行しております地域行政情報誌『わが街事典』は、ハザードマップや避難場所などを掲載してお

り、今般の大震災のような天災地変発生時にこそ、その真価を発揮することから、行政に対し発行を提案してまいりま

す。

あわせて、一層の原価低減、経費削減など合理化にも取り組み、継続的に利益を確保する体制の構築に努めるととも

に、コンプライアンスの徹底を経営上の最重要課題と位置付け、さらなる充実をはかってまいります。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,470,660  6,470,660
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数

100株　

計 6,470,660  6,470,660 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日　
－ 6,470,660 － 750,000 － 552,095

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】　

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   939,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,530,500 55,305 －

単元未満株式 普通株式       660 － －

発行済株式総数           6,470,660 － －

総株主の議決権 － 55,305 －

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社サイネッ

クス

大阪市中央区瓦屋

町三丁目６番13号
939,500 － 939,500 14.52

計 － 939,500 － 939,500 14.52

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、939,578株であります。

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,096,913 2,307,457

受取手形及び売掛金 401,430 521,135

商品及び製品 128,994 110,798

仕掛品 102,201 90,099

原材料及び貯蔵品 12,781 12,949

その他 174,000 132,150

貸倒引当金 △50,329 △48,988

流動資産合計 2,865,992 3,125,601

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 453,398 480,160

機械装置及び運搬具（純額） 346,238 325,510

土地 721,609 721,609

リース資産（純額） 107,631 108,531

その他（純額） 22,323 36,692

有形固定資産合計 1,651,201 1,672,506

無形固定資産

その他 199,591 186,831

無形固定資産合計 199,591 186,831

投資その他の資産

投資有価証券 715,593 711,168

その他 1,360,757 1,338,133

貸倒引当金 △3,185 △3,185

投資その他の資産合計 2,073,164 2,046,115

固定資産合計 3,923,957 3,905,453

資産合計 6,789,950 7,031,054
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 220,035 214,148

短期借入金 350,000 350,000

未払法人税等 83,760 73,423

前受金 860,718 1,028,962

賞与引当金 152,109 69,496

災害損失引当金 11,600 4,906

その他 378,417 465,513

流動負債合計 2,056,641 2,206,449

固定負債

退職給付引当金 1,066,636 972,127

役員退職慰労引当金 61,114 62,890

その他 45,480 85,914

固定負債合計 1,173,230 1,120,932

負債合計 3,229,872 3,327,381

純資産の部

株主資本

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 552,095 552,095

利益剰余金 2,559,200 2,704,961

自己株式 △277,229 △277,229

株主資本合計 3,584,066 3,729,827

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △23,989 △26,154

その他の包括利益累計額合計 △23,989 △26,154

純資産合計 3,560,077 3,703,672

負債純資産合計 6,789,950 7,031,054
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 1,983,907 2,359,513

売上原価 626,130 829,270

売上総利益 1,357,777 1,530,243

販売費及び一般管理費 1,270,625 1,257,915

営業利益 87,152 272,328

営業外収益

受取利息 1,977 1,856

受取家賃 9,022 8,761

補助金収入 4,952 4,307

複合金融商品評価益 2,460 －

その他 2,925 3,665

営業外収益合計 21,338 18,591

営業外費用

支払利息 1,344 1,346

複合金融商品評価損 － 1,780

為替差損 6,249 8,837

その他 432 1,362

営業外費用合計 8,026 13,326

経常利益 100,463 277,592

特別利益

固定資産売却益 8,806 －

貸倒引当金戻入額 189 －

災害損失引当金戻入額 － 5,511

確定拠出年金移行差益 － 13,651

特別利益合計 8,996 19,163

特別損失

固定資産除却損 1,080 770

投資有価証券償還損 － 2,367

特別損失合計 1,080 3,138

税金等調整前四半期純利益 108,379 293,618

法人税、住民税及び事業税 35,289 69,656

法人税等調整額 9,909 50,546

法人税等合計 45,199 120,202

少数株主損益調整前四半期純利益 63,179 173,415

四半期純利益 63,179 173,415
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 63,179 173,415

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,763 △2,164

その他の包括利益合計 1,763 △2,164

四半期包括利益 64,943 171,250

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 64,943 171,250
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

（退職給付引当金）

　当社及び連結子会社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成23年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制

度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。

　本移行に伴う影響額は、特別利益として13,651千円計上されております。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　　偶発債務

保証債務

　支払方法が分割決済である一般顧客のクレジット債

務に対し債務保証を行っております。

　　偶発債務

保証債務

　支払方法が分割決済である一般顧客のクレジット債

務に対し債務保証を行っております。

保証先 金額（千円） 内容

 一般顧客 88  クレジット債務

 

保証先 金額（千円） 内容

 一般顧客 22  クレジット債務

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除

く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 45,776千円 63,998千円

のれんの償却額 499 499

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 27,655 5 平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 27,655 5 平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第1四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び当第1四半期連結累計期間（自

平成23年４月１日　至平成23年６月30日）　

　当社グループは、メディア事業の割合が高く、開示情報としての重要性が乏しいと考えられることから、セ

グメント情報の記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 11円42銭 31円35銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（千円） 63,179 173,415

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 63,179 173,415

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,531 5,531

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円06銭 29円57銭

（算定上の基礎）  　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 178 332

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

　　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

株式会社サイネックス

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　正彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　芳宏　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイネッ

クスの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サイネックス及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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